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	コリンズ（完了登録）の写し
	従事証明書

	
	
	条件の語句・数値が確認できる仕様書・図面等（注１）
	

	11
	「社会保険等の加入に係る書類」
誓約書（第11号若しくは第12号）
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一部適用除外の場合：第12号
	

	12
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	13
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	14
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※公告の記載事項に応じた内容で作成してください。
※上記10，13：公告文に条件として求めていない場合、書類の提出は不要です。
※上記11：経営事項審査時以降に保険の加入状況が変わっている場合は、別紙「健康保険、
　厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状況の書類を提出してください。
（注１）コリンズで入札参加資格条件が確認できる場合は不要です。

様式第４号（単体企業・経常建設工事共同企業体）

一般競争入札参加資格等確認申請書
                                                                      年    月    日
　(宛先)
  埼玉県知事又は発注機関の長

　　　　　　　　　　　　　　　　　（入札に参加する事業所）
                                    住        所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
                                    事業所の名称　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿　
                                    代表者　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

  下記工事の入札公告に示された、一般競争入札参加資格等確認資料等を添えて入札参加資格の確認を申請します。
  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること並びに当該申請書及び電子証明書の記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

記
１  公告年月日            年    月    日
２  工　事　名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
３  工事場所　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
４  連　絡　先
（１）担当者所属・氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（２）電話番号　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
※紙入札の場合、以下は不要
５　入札書提出時点の事業所等情報
（１）埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（２）法人代表者氏名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
（３）会社名　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（登記している場合に記入）
６　入札書提出時点の以下の事業所等情報と入札書提出時に使用する（した）電子証明書の記載事項との整合（該当する方に○を付けてください。）
（１）会社本店住所　（相違がある／相違がない／登記していない）
[bookmark: _Hlk160617521]（２）電子証明書名義人の住民票記載住所　（相違がある／相違がない／電子証明書に記載がない）
　代表者等の変更（改姓、改名含む）により、電子証明書に記載された名義人氏名等＊1と異なることとなる場合、変更日＊2以降は、前名義人氏名等の電子証明書は、絶対に使用しないでください。電子証明書が使用できない場合は、公告文及び添付資料を御覧いただき、必要な手続をしてください。
＊１「名義人氏名等」とは、電子証明書に記載されている以下の事項
○名義人氏名
　【工事等】埼玉県建設工事等競争入札参加資格申請時の申請事業所代表者（又は法人代表者）
　【物品等】物品等競争入札参加資格申請時の契約者（又は法人代表者）
○名義人所属の会社本店住所（登記している場合）
○名義人所属の会社名（登記している場合）
○名義人住民票記載住所（電子証明書に記載のある場合）
＊２「変更日」とは、
○名義人・会社名・本店住所の変更は、取締役会等で指定された日
○名義人の改姓や改名・住民票記載住所の変更は、市区町村役場への届出日
※前名義人氏名等の電子証明書（旧電子証明書）を使用した入札は無効になります。旧電子証明書を使用して入札を行った者は、入札参加停止等の措置を受けることがあります。













[bookmark: _Hlk142071170][bookmark: _Hlk160445268][bookmark: _Hlk160613972]
[bookmark: _Hlk160632307]－－－－－－－－－－－－－－－－－－－以下、発注者確認欄－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
[bookmark: _Hlk160615474]□：開札後、電子入札システム上で表示される電子証明書の記載事項と上記５（１）又は（２）及び（３）に相違がないことを確認
□：上記６の全てが「相違がある」に該当しないことを確認
　　※相違がある場合は、入札手続を進める前にヘルプデスクへ確認すること。
　　※標準型でくじになる場合、電子証明書の不正使用があった者は、くじの対象としないこと。
様式第６号(単体企業・経常建設工事共同企業体)
（この様式は例示であるので、参加資格に応じて、適宜、内容を変更すること。）


一般競争入札参加資格等確認資料


                                        商号又は名称                                


１  対象工事に対応する業種に係る業者区分（格付け）

	



２  対象工事に対応する業種に係る許可年月日及び許可番号

	　　　　　年    月    日
　　　　　　　許可（　　　　　）第　　　　　号



３  建設業法に基づく許可を受けた主たる営業所所在地

	



４  入札公告に記載された施工実績

	工事名称等
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	 　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
	受注形態等
	単体　/　共同企業体（出資比率　　％）

	工事諸元等
	


（注）上記に係る、コリンズ（一般財団法人日本建設情報総合センター）の登録内容確認書の写し（施工実績要件が確認できる場合に限る。）、又は請負契約書の写し及び工事完成検査結果通知等、履行を証明するものの写しを添付すること。


５  配置予定の技術者

	技術者区分
	　主任技術者（注１）／監理技術者／特例監理技術者／
　監理技術者補佐／追加技術者

	従事予定者名
	

	所属会社名
	

	生年月日（年齢）
	

	最終学歴
	

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	

	現在の
受持工事（注２・３）
	工事名
	

	
	施工場所
	

	
	工      期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	従事実績
	工事名
	公告文の「配置予定技術者」の「経験」を求める場合
のみ記載する。


	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	



	技術者区分
	　主任技術者（注１）／監理技術者／特例監理技術者／
　監理技術者補佐／追加技術者

	従事予定者名
	

	所属会社名
	

	生年月日（年齢）
	

	最終学歴
	

	法令による免許
（取得年月日）
（登録番号等）
	

	現在の
受持工事（注２・３）
	工事名
	

	
	施工場所
	

	
	工      期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	

	従事実績
	工事名
	公告文の「配置予定技術者」の「経験」を求める場合
のみ記載する。


	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工期
	年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	
	従事役職
	


（必要に応じて表を追加して記載すること）
（注１）「埼玉県建設工事における技術者の専任に係る取扱い要領」に基づき、専任の主任技術者の兼務を希望する場合は、「専任を必要とする主任技術者の兼務届出書」を添付してください。
（注２）現在の受持工事を全て記入してください。
（注３）「埼玉県県土整備部発注工事における特例監理技術者等の配置に係る試行要領」に基づき、特例監理技術者の配置を希望する場合は、現在の受持工事の工事内容や従事期間等が確認できる書類（コリンズ（一般財団法人日本建設情報総合センター）の登録内容確認書の写し等）を添付してください。
[bookmark: _Hlk176271824]（注４）資格を証する書類（免許証、資格者証等の写し）を添付してください。
（注５）実務経験について要件が定められている場合は、実務経験を証する書類（コリンズ・テクリス（一般財団法人日本建設情報総合センター）の登録内容確認書の写し等）を添付してください。

６　健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入状況

　　◎健康保険、厚生年金保険及び雇用保険
	 上記保険に事業主として全て加入している
（様式第１１号）
	

	 上記保険の全部又は一部が除外されている
（様式第１２号）
	


　　(注１)上記のいずれかに○を記入　
　　(注２)提出書類：別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」参照

７　入札参加停止の措置について
　　公告日から落札決定までの期間に、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上

	　該当（  受けていない  ／  受けている  ）



８　設計業務等の受託者等との関係

　　◎下記設計業務等の受託者、又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある者に
	　該当（  しない  ／  する  ）



　　○設計業務等の受託者（公告に記載されているものを記入）
	 商号又は名称
	

	 所在地
	


　


資本関係又は人的関係確認書
	工 事 名
	
	左欄は入札参加者が必ず記入する。

	判断期間
	入札公告日
	
	

	
	入札書の提出期間の末日
	
	

	該当名簿
	埼玉県建設工事等競争入札参加資格者名簿
	名簿の種類
	県内・県外業者
	許可業種
	格付
	左欄は発注者が記入する。

	
	
	
	県内
	県外
	
	
	

	
	
	建設工事
	
	
	
	
	


 
	入札参加者
又は
落札候補者
	所 在 地
	
	左欄は入札参加者が必ず記入する。

	
	ふりがな
名称･商号
	
	

	
	
	
	

	
	代表者名
	
	



　当社は上記の判断期間に有効な上記の該当名簿(県内業者･県外業者、許可業種及び格付を含む)に登載された者のなかに、｢資本関係又は人的関係がある者同士の同一入札への参加を制限する運用基準｣で同族企業同士と扱いを受ける者の有無は下記のとおり相違ありません。

１　上記名簿の登載者のうち当社と｢同族企業同士｣と扱いを受ける会社の有無　あり　なし
　　※「あり」に○を付けた者は下記の２、３又は４にその内容を記載すること。

２　資本関係で当社と｢同族企業同士｣と扱いを受ける会社（当社以外）
	当社との関係
	名称･商号
	所 在 地
	代表者名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



３　人的関係で当社と｢同族企業同士｣と扱いを受ける会社（当社以外）
	当社の役員
	兼任している会社名、役職

	役職
	氏　名
	名称･商号
	所 在 地
	役職

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



４　組合とその構成員の関係で当社又は当組合と「同族企業同士」と扱いを受ける会社または組合　(当社以外)
	当社または組合
との関係
	名称・商号
	所 在 地
	代表者名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



注意事項
１　上記２、３又は４の記入欄が不足する場合は、適宜記入欄を追加する。
２　この確認書の記入事項に虚偽があった場合には、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づき入札
　参加停止等の措置を行う場合がある。
３　入札参加者が共同企業体の場合、この確認書は共同企業体の各構成員がそれぞれ提出すること。
４　該当名簿の切り替え時に上記の判断期間に新旧の名簿が存在する場合には新名簿を適用する。ただしこの確認
　書を提出する時点で新名簿が公表されていない場合、この確認書に記載する同族企業扱いを受ける者は見込みで
　記載すること。
　　その後、契約日までに新名簿が公表された場合で見込みで提出した確認書の内容と違う場合は、直ちに発注課
　所に訂正した確認書を提出すること。なお、訂正された確認書で同族企業同士が当該入札に参加していた場合、
　落札者決定後でも契約を締結しない。

設計業務等受託者との関係申出書

　(あて先)
　埼玉県○○

                                　　　 所在地
                               　　　　商号又は名称
                             　　　　　代表者                        　


　当社は、下記工事の設計業務等受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある者でないことを申し出ます。
　なお、この申出書に記載した内容に虚偽等があった場合には、発注者から契約解除等の措置を受けても当社はそのことに関し異議、苦情又は不服等を申し出ません。
また、上記の措置に伴う損害があった場合でも当該損害を発注者に請求しません。

記

１  公告日　　　　　年    月    日
            
２  工事名　

３  工事場所　
　　
４　当該工事に係る設計業務等の受託者（公告に記載されている者）
　（１）商号又は名称　
　（２）所　 在 　地

	「資本の関連がある」とは
　　入札に参加する建設業者が、当該建設工事の設計業務等受託者と次の(ア)又は(イ)のいずれか
　に該当する場合。
(ア） 子会社等（会社法第２条第３号の２に規定する子会社等をいう。（イ）において同じ。）と
　　親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。（イ）において同じ。）の関係にある
　　場合
(イ)　親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合

	「人事面の関連がある」とは
　　入札に参加する建設業者の代表権を有する役員が、当該建設工事の設計業務等受託者の次の
　(ア)、(イ)、(ウ)のいずれかに該当する場合。ただし、(ア)については、会社等（会社法施行規
　則第２条第３項第２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法第２条第４号
　に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会
　社をいう。）である場合を除く。
(ア）　一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次に掲げ
　　る者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合
　　　１　株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。
　　　　イ　会社法第２条第11号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役
　　　　ロ　会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役
　　　　ハ　会社法第２条第15号に規定する社外取締役
　　　　ニ　会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされ
　　　　　ている取締役
　　　２　会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役
　　　３　会社法第575条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の社員（同法
　　　　第590条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされている社員を
　　　　除く。）
　　　４　組合の理事
　　　５　その他業務を執行する者であって、１から４までに掲げる者に準ずる者
(イ)　一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第
　　１項の規定により選任された管財人（以下単に管財人という。）を現に兼ねている場合
(ウ)　一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

	「その他の入札の適正さが阻害されると認められる」とは
　　入札に参加する建設業者が、当該建設工事の設計業務等受託者と次の(ア)又は(イ)のいずれかに該当する場合。
(ア） 組合とその構成員が同一の入札に参加している場合
(イ） 上記ア又はイと同等な資本関係又は人的関係がある者と発注者が判断した場合


 (注意1)この申出書への記入内容に虚偽があった場合、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づき入札参加停止等の措置を行う場合がある。


（ 施 工 ・ 従 事 ） 証 明 書

令和　　年　　月　　日

　埼玉県○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　商号・名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　　　　　　　　　　　　　

	
　埼玉県発注の一般競争入札（　工事名：　　　　　　　　　　　）に参加するため、
下記工事について（施工し完成・施工に従事）したことの証明をお願い申し上げます。

記
	工事名
	

	工事場所
	

	請負金額
	

	受注形態
	

	共同企業体名称
	

	請負者
（ＪＶの場合代表構成員）
	住所
	

	
	商号・名称
	

	構成員
（ＪＶの場合）
	住所
	

	
	商号・名称
	

	
	住所
	

	
	商号・名称
	

	
工事概要

	

	工　 期
	　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	
現場代理人
監理技術者
（又は主任技術者）

	

	備　　考
	




　上記工事を、（施工し完成・施工に従事）したことを証明します。

　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　発　注　者　商号・名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　印


実　務　経　験　証　明　書

　下記の者は（　　）工事に関し、下記のとおり実務経験を有することに相違ないことを
証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　
　　　　　　　　　　　　証明者　　商号又は名称　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者  名　　　　　　　　　　　　　　　
	氏 　名
	

	生年月日
（西　暦）
	年　　月　　日（　　歳）

	学　　歴
学校・学部・学科
	
	卒業年月
（西　暦）
	年　 月卒

	使用者の商号
又は名称
	
	入社年月日
（西　暦）
	年　 月　日

	工　　事　　名
	受注額
（千円）
	実務経験年数
	職 名

	工　事　概　要
	
	実務経験期間(西暦)
	月数
	

	
	
	年　月
～　　年　月
	月
	

	
	
	
	
	

	
	
	年　月
～　　年　月
	月
	

	
	
	
	
	

	
	
	年　月
～　　年　月
	月
	

	
	
	
	
	

	
	
	年　月
～　　年　月
	月
	

	
	
	
	
	

	
	
	年　月
～　　年　月
	月
	

	
	
	
	
	

	
	
	年　月
～　　年　月
	月
	

	
	
	
	
	

	
	
	年　月
～　　年　月
	月
	

	
	
	
	
	

	合計
	　年　月
	


※注意事項　１　この証明書は、証明者ごとに作成してください。
　　　　　　２　証明者は、原則使用者の代表者とします。
　　　　　　３　実務経験年数には、工事に携わらない勤務の期間等は含まれません。
　　　　　　４　記入欄が足らない場合は欄を追加し、別添としないようにしてください。
　　　　　　５　この証明書の記入事項に虚偽があった場合には、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置
　　　　　　　　要綱に基づき入札参加停止等の措置を行う場合があります。
※添付書類（建設業法第七条第二号イに該当する者（学校卒業＋実務経験）を置く場合）　卒業証明書の写し
1
